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取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（新潟地判：Ｒ5.5.25）

　令和元年9月、Y（市・被告）はX（原告）に対し、X所有
の本件建物が、空家等対策の推進に関する特別措置法の特
定空家等に該当するとして、その全部の解体等の措置を執
るよう指導し、同年10月 1日、同措置を執るよう勧告し、
令和 2年 3月 2日、猶予期限を同年 6月 10日として同措
置を執るよう命じた。
　また、YはXに対し、令和2年 3月 2日付で、措置命令
による義務の履行に関し、行政代執行法に基づき文書で戒
告を行い、同年 9月 18日付で、代執行令書をもって、同
義務に関し代執行を行うことを通知した。
　Xは、令和 2年 9月 11日付で、XがAに本件土地建物
を代金285万円で売却する内容の売買契約書を取り交わし、
同年 10月 21日に、同年 9月 30日付売買を原因とするA
への所有権移転登記の申請が受付けられた。
　令和2年 10月 22日、Yは本件建物の解体等の代執行を
開始し、同日代執行を終えた。YはXに対し、令和 3年
3月 22日付で、代執行に要した費用 4724万円余の納付を
命じる本件納付命令を発出した。
　しかしXはYに対して、同日付で、本件土地建物を第三
者に売却したためXには納付義務がない旨を通知し、同年
8月、本件納付命令の取消しを求める本件訴訟を提起して
「代執行開始時点の本件土地建物の所有者はXでなくAで
あり、Aに対して事前の通知等を行っていないYの代執行
は違法な行政代執行であるから、その違法性が本件納付命
令にも承継される。行政代執行法 5条にいう義務者とは、
命じられた義務の履行を果たし得る者と解すべきで、所有
者でないXはこれに当たらず、本件納付命令は、代執行に
要した費用を負担義務のない者に納付を命じるものである
から違法である。」等と主張した。
　これに対してYは、「XとAとの売買契約は通謀虚偽表
示により無効であるから、本件納付命令は適法である。」等
と主張した。

　裁判所は、下記の通り判示して、Xの請求を棄却した。
（1）本件売買契約に係る通謀虚偽表示の有無
　本件売買の効果意思に関連するXの認識等について検討
すると、Xは、Yによる本件建物の解体等の代執行が差し
迫った状況にあることを十分認識していた令和2年9月30
日に、Aとの間で本件売買契約を取り交わし、同年 10月
21日より前の時期に郵送で所有権移転登記の申請をした

というのであって、一連の事実経過を踏まえれば、Xの本
件売買契約及びこれに基づく所有権移転登記手続は、代執
行等を免れることを意図したものとみざるを得ない。
　また、Xは、動産物件やPCB廃棄物の引取りを求めら
れても対応せず、本件納付命令を受けるに至ってから、Y
に本件売買契約を告げていること、本件土地建物の根抵当
権の抹消登記をすることなく本件売買契約を締結し、Aが
関わることなく、あるいは司法書士に依頼することなく、
売主であるX自らが登記申請を行うなど、不自然な点が
多々見受けられるところ、これらは、Xが、単に代執行や
これに伴う費用負担から免れる手段として登記の移転を意
図し、当時差し迫っていた代執行に先立って早期に登記移
転を実現するための行動であると考えられ、そのために、
本件売買契約を締結したと認められる。
　次に、Aの認識等についてみると、調査嘱託の結果によ
れば、Aにおいて、本件土地建物の状況を全く把握するこ
となく本件売買を行い、Xに頼まれたために名義を貸した
にすぎないとの認識を有していたと認められる。このこと
は、Aが本件売買契約後、不動産取得税を納付しないまま、
本件土地を利用することがないばかりか、本件土地建物を
購入したことをYに伝えることもしていないことからも裏
付けられるところである。
　以上によれば、Xは、代執行やこれに伴う費用の負担か
ら免れる手段として登記を移転することを意図して本件売
買契約を締結し、Aにおいても、Xの依頼により名義を貸
したにすぎないとの認識を有していたところ、本件売買契
約に係る代金が支払われたと認めるに足りないことも考え
併せると、本件売買契約については、Aについて本件土地
建物の所有権を真に取得する効果意思がなく、Xも自らこ
れに対応する効果意思がないことを承知しながら、代執行
費用の納付を免れるために売買の意思があるように仮装す
ることを合意した旨の通謀虚偽表示であると推認すること
ができ、これを覆すに足りる証拠はない。
（2）本件納付命令に係る違法の有無について
　上記によれば、本件売買契約は通謀虚偽表示であって無
効であり、本件の代執行及び本件納付命令は、いずれも本
件建物の所有者であるXに対してされたこととなるから、
本件納付命令には取り消すべき違法はない。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

特定空家の解体措置の代執行前に行われた、所有者と第三者との
売買契約が通謀虚偽表示により無効とされた事例
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残置物等について告知書に「不明」でなく「無」と記載した売主に
不法行為責任があるとした主張が棄却された事例

取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　 （東京地判：Ｒ4.11.22）

　昭和58年 1月、売主Y1（被告）は、本件土地上の建物を
建て替えるため、A社に敷地調査を依頼し、本件土地に浄
化槽及び大谷石の擁壁等がある旨の図面添付の本件敷地調
査報告書の交付を受け、翌年5月、A社に浄化槽及び大谷
石の擁壁の撤去を含む建物の解体工事及び自宅建物の新築
工事を発注し、同年12月、新築建物の引渡しを受けた。
　Y1は、本件土地建物を売却することとし、平成 30年 7
月、Y2（被告・宅建業者）の仲介により、買主X（原告）との
間で、売買契約を締結、同年 8月末日に本件土地建物をX
に引き渡した。
　なお、本件売買契約書に添付された物件状況等報告書（本
件告知書）の項目「敷地内残存物等（旧建物基礎。建築廃材・
浄化槽・井戸等）」について、Y1は「無・有・不明」の選
択肢のうち「無」を選択していた。また、本件土地の隠れ
た瑕疵については、売主は引渡完了日から3か月以内に請
求を受けたものの修復に限り、責任を負う旨の特約が付さ
れていた。
　Xが、平成 31年 3月に、B社に建物の解体工事及び自
宅建物の新築工事を発注したところ、本件土地の地中から、
コンクリート製の枡及び大谷石の擁壁が発見された。
　Xは、Y1・Y2 に対し、「①Y1は本件敷地調査報告書
により本件残存物を認識していたというべきであり、認識
していなかったとしても、本件残存物撤去の確証を有して
いなかったのであるから、本件告知書の項目の敷地内残置
物等については、「無」ではなく「不明」を選択して告知す
べき義務違反がある。②Y2は宅建業者として、過去に敷
地内残置物があった本件土地の売買を仲介するにあたって、
敷地内残置物がある可能性を察知し、Y1に事実と異なる
告知をさせないようにする注意義務がある。」等と主張して、
本件残置物の撤去費用等260万円余を請求する本件訴訟を
提起した。

　裁判所は、下記のとおり判示し、XのY1・Y2 への請
求をいずれも棄却した。
（1）Y1が不法行為責任を負うかについて
　本件残置物と、本件敷地調査報告書中の浄化槽及び大谷
石の擁壁とは、その位置や形状、材質等から同一物である
と認められる。
　本件敷地調査報告書の浄化槽及び大谷石の擁壁は、昭和
59年に実施された建物解体工事において撤去の対象とさ
れていたものであるが、Y1は、本件告知書を作成した際、

本件敷地調査報告書の内容及び上記解体工事の内容につい
て把握していなかったというところ、仮に、Y1が、本件
告知書作成の際、当該内容を把握していたとすれば、本件
敷地調査報告書中の浄化槽及び大谷石の擁壁は昭和 59年
に撤去されたと考えるはずであるから、Y1が、本件告知
書の項目「敷地内残存物等」中の「無・有・不明」の選択
肢のうち、「無」の肢を選択したとして、何ら非を問われる
べきものではない。
　また、Y1が本件告知書を作成した当時の本件土地及び
建物の外観並びにその他の状況から、本件土地に浄化槽及
び大谷石の擁壁が埋設されていることを疑うべき兆候があ
ったと認めるに足りる証拠はなく、実際、Xが委託したB
社の解体工事等を担当していた従業員が、本件土地に浄化
槽や大谷石の擁壁が埋設されているかは一切分からなかっ
た旨述べていることも考慮すると、Y1が、本件告知書を
作成した当時、「無」ではなく「不明」の肢を選択すべき義
務を負う状況にあったとは認められない。
（2）Y2が不法行為責任を負うかについて
　仲介業者であるY2は、建築士や不動産鑑定士のように
取引物件の物的状態に係る調査能力を備えているわけでは
なく、その役割は、売買契約の成立に向けてあっせん尽力
することにあるから、買主に対しては、特段の事情のない
限り、瑕疵の存否及び内容について調査して説明すべき義
務を負うものではなく、取引物件の現状を通常の注意によ
り目視で観察した範囲で説明すれば足りると解すべきであ
る。そして、Y2が本件土地の売買を仲介した際、本件土地
に浄化槽及び大谷石の擁壁が埋設されていることを疑うべ
き兆候があったとは認められず、その他、Y2が、Y1から、
本件土地中に残置物がある旨の話を聞いていたとか、Xか
ら、本件土地中の残置物に関する調査依頼を受けていたと
いった事情も認められないことからすれば、Xが主張する
ような注意義務をY2が負うと言うことはできない。

　取引物件に関して、売主・買主間に大きな情報格差があ
る場合、売主にはそれを解消する義務があり、告知書はそ
の手段として活用されているものであるが、その機能は売
主が認識している事項の買主への告知であって、売主が知
らない事項についてまで買主に保証をするものではない。
　本件告知書の内容は、売主が認識している範囲における
ものと理解されるものであるから、売主は何ら非を問われ
るべきものはない、とされた事例である。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨 ま 　 と 　 め
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地上110㍍の高層ビル建設が

計画されるＪＲ静岡駅北口
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　マンション建設前の富士
見通りからの眺望（2020年
１月、瀬戸豊彦さん撮影）
　建設が進み、富士山が遮
られた（2023年12月、竹内
幹さん撮影）

上

下
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国道１号の菊川ＩＣが写真奥から延びる金谷御前

崎連絡道路と24年度中につながる＝浜松河川国道

事務所提供
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「脇本陣」の再生プロジェクトに関わ

るＤＡＯメンバーら。改修状況や今後

のデザインについて協議している
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月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
８月２日 本　部 会計帳票検査
８日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
〃　 〃 第２回 人材育成委員会
14日 本部・支部 事務局夏期休暇 （～16日）
21日 静　岡 取引士法定講習 （受講者74名）
〃 本　部 正副会長会、事務局打合せ

22日 本　部 第５回 会務運営協議会 （支部機能移転関係）
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談３件）
〃　 〃　 賃貸不動産経営管理士講習 （受講者33名）
27日 本　部 第１回 正副会長会
28日 浜　松 取引士法定講習 （受講者107名）
〃　 本　部 試験事務説明会（Web）
29日 本　部 第３回 人材育成委員会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談14件、電話相談236件）
Webシステムによる取引士法定講習（８月分） （受講者51名）

2024年₈月　本部活動概要

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 46 36 37 ― 119件
金額 39億5,863万円（土地₂、新築戸建89、中古戸建20、中古マンション₈）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 7 0 ― 7件

金額 1億4,205万円（土地₁、新築戸建₂、中古戸建₄）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 1 0 0 1件
金額 1,580万円（中古戸建₁）

2024年₇月　宅建ローン等の実績　（7/1～7/31）
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